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近代文化研究所所員勉強会（平成 30 年度）要旨
第 1回　平成 30 年 6 月 27 日
「世田谷の古民家を語る」
元世田谷区教育委員会生涯学習・地域学校連携課民家園係主事　石井　榮一
世田谷区内の古民家（茅葺き或いは茅葺きであった建物）残存状況は，約 5 棟程であろう。昭和 53 年〜56 年に掛
けて行われた区内全域の古民家調査では，約 150 棟程が確認されている。
この様な状況の中で，世田谷区では古民家を移築し保存するという選択肢を選んだ。世田谷の民家園は，世田
谷区岡本 2 丁目に世田谷区立岡本公園民家園，喜多見 5 丁目に次大夫堀公園民家園と，2 カ所の民家園を開園し
ている。



























































野外博物館とは違う，今後 30 年を見据えた新たな運営計画，地域の構造変化への展望，この 2 点が実は今回
の再整備計画の最も重要な点である。
消えていった古民家の心を継承する，大きなポイントと考えられる。













































なった 1990 年代に情報公開法が制定された（2001 年施行）。
情報公開法によって公文書への開示請求権が認められ，行政文書の定義，文書管理の統一化が図られた。しか
し，公開に消極的な行政機関は，公文書を作成しなかったり，廃棄したり，私的メモとして公文書としない文書
を作ったりと，法の主旨に反する動きを強めた。そのため，情報公開法を機能させるには，公文書管理法が必要
であるとの意見が強まり，たまたま制度に関心のあった福田康夫首相によって，公文書管理法が制定されること
になった（2011 年施行）。
公文書管理法は，文書の作成から保存期間満了後の扱い（廃棄か公文書館に移管して永久保存か）までのライフサ
イクルを一元的に管理するものであり，統一した公文書管理のルールが確立された。また，国民への説明責任を
果たすために，政策決定過程がわかる文書を作成する義務が入った。しかし，施行後もその精神は根づいている
とは言いがたい。相次ぐ不祥事の中で，やっと国民の中に理解者が増えてきたというのが現状であろう。
公文書をきちんと作成して，公開するということは，民主主義を機能させるためには必要不可欠なことである。
行政の政策の検証を行うことで，教訓や改善のヒントを得ていくことは非常に重要なことであろう。
ただ，なかなか公文書管理の重要性が官僚や政治家に認識されないのは，市民社会からの圧力の弱さにも原因
がある。また，主権者教育も不足しており，情報公開制度，公文書管理制度自体への理解不足も大きい。最近で
は「ポスト真実」社会が到来していると言われ，事実そのものを必要としない人たちも増えてきている。
しかし，地道に制度への理解を積み重ねていくこと。おかしいことはおかしいと声を上げること。それが民主
主義社会において必要なことではないのだろうか。
